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利用上の注意 

 

１ 本書は、東京都総務局統計部より刊行された「2018東京の工業（平成30年工業統計調

査報告（平成29年実績））」等から抜粋加工したものである。経済産業省から公表され

る数値とは多少の相違を生じることがある。 

 

２ 工業統計調査の概要 

（１）調査の目的 

工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得ることを目的とする。 

（２）調査の根拠 

統計法（平成19年法律第53号）及び工業統計調査規則（昭和26年通商産業省令第81

号）によって施行される調査である。 

（３）調査の期日 

平成30年工業統計調査（平成29年実績）は平成30年6月1日現在で実施された。 

なお、事業所数、従業者数については平成30年6月1日現在、現金給与総額、製造品

出荷額等などの経理事項については平成29年1月～12月の実績により調査された。 

（４）調査の対象 

日本標準産業分類（平成25年総務省告示第405号）による「大分類Ｅ－製造業」に

属する事業所（国に属する事業所を除く。）のうち、従業者4人以上の事業所を対象

とする。ただし、製造・加工又は修理を行っていない本社、本店等の事業所を除く。 

なお、全事業所を調査対象とする経済センサス-活動調査は、平成24年経済センサス

-活動調査が平成24年2月1日現在、平成28年経済センサス-活動調査が平成28年6月1日

現在でそれぞれ実施されており、経済センサス-活動調査の創設に伴い、工業統計調査

の全数調査（※）は廃止されている。 

※全事業所を対象とする調査。昭和58年(1983年)以降は、平成20年（2008年）まで、

西暦末尾０、３、５、８年に実施されていた。 

（５）調査の種類（甲調査及び乙調査の２種類）及び調査事項 

①甲調査：従業者30人以上の事業所 

②乙調査：従業者29人以下の事業所 

甲調査 乙調査 

① 事業所の名称及び所在地 

② 本社又は本店の名称及び所在地  

③ 他事業所（国内）の有無 

④ 経営組織 

⑤ 資本金額又は出資金額 

⑥ 従業者数 

⑦ 現金給与総額 

⑧ 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

⑨ 原材料、燃料及び電力の使用額、委託

生産費、製造等に関連する外注費並びに

転売した商品の仕入額 

⑩ 有形固定資産 

⑪ 製造品在庫額、半製品及び仕掛品の価

額並びに原材料及び燃料の在庫額 

⑫ 製造品の出荷額、在庫額等 

⑬ 品目別製造品出荷額、加工賃収入額及

びその他収入額の合計金額 

① 事業所の名称及び所在地 

② 本社又は本店の名称及び所在地  

③ 他事業所（国内）の有無 

④ 経営組織 

⑤ 資本金額又は出資金額 

⑥ 従業者数 

⑦ 現金給与総額 

⑧ 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

⑨ 原材料、燃料及び電力の使用額、委託

生産費、製造等に関連する外注費並びに

転売した商品の仕入額の合計金額 

⑩ 製造品出荷額等 

⑪ 品目別製造品出荷額、加工賃収入額及

びその他収入額の合計金額 

⑫ 製造品出荷額等に占める直接輸出額の

割合 

⑬ 主要原材料名及び簡単な作業工程 



⑭ 製造品出荷額等に占める直接輸出額の

割合 

⑮ 主要原材料名 

⑯ 作業工程 

⑰ 工業用地及び工業用水 

 

３ 集計について 

（１）本書における工場とは、工業統計調査の事業所と同義で、製造・加工部門を有して

いる事業所のことであり、工場と同一の場所にない本社又は本店、倉庫等は含まれな

い。 

（２）調査期日現在において、操業準備中、操業開始後未出荷、閉鎖及び休業中の工場は

含まれない。 

（３）従業者とは、個人事業主及び無給家族従業者、常用労働者並びに臨時雇用者をいう

が、本書でいう従業者数は、臨時雇用者及び送出者を除いたものである（「統計調査

における労働者の区分等に関するガイドライン」（平成27年５月19日各府省統計主管

課長等会議申合せ）により策定された標準的な指針に沿って変更）。 

なお、送出者とは、個人業主及び無休家族従業者、常用雇用者並びに臨時雇用者の

うち、労働者派遣法でいう派遣労働者のほかに、在籍出向など調査対象事業所に籍を

置いたまま、他企業など別経営の事業所で働いている人をいう。 

 

（４）大田区内の町丁目別集計は、経済産業省からのデータを基に、区が結果公表する。 

（５）統計表中の符号の説明は次のとおりである。 

「０」「0.0」 ……零、又は表章単位未満（0.5又は0.05未満） 

「－」………………皆無又は該当数値なし 

「…」………………不詳（未調査又は数値が得られないもの） 

「Ｘ」………………秘匿数値（該当工場数１又は２に関する数値である場合、個々の

申告者の秘密が漏れるおそれがあるので秘匿した。また、該当工

場数３以上に関する数値であっても、他との関連により個々の数

値が判明する場合も同じ） 

ただし、指定統計調査の結果における従業者数の取扱について

は、秘匿を解除することができることとなったため、従業者数の

秘匿は行っていない。 

（６）表中の数値は単位未満を四捨五入した。また、秘匿の数値をＸ処理した。したがっ

て、合計数値と内訳の計が一致しない場合がある。 

（７）主な用語の説明は次のとおりである。 

ア 製造品出荷額等とは、平成29年1年間における製造品出荷額、加工賃収入額、修理

料収入額、くず・廃物出荷額及びその他の収入額の合計額であり、消費税及び酒税、

たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税を含んだ額である。 

その他の収入額とは、製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額、くず・廃物

出荷額以外の収入額をいう。 

イ 現金給与総額とは、平成29年1年間に常用労働者のうち常用雇用者（正社員・正職

員等）及び「パート・アルバイト等」をいう。）に対して支給された給与（基本給、

諸手当等）及び特別に支払われた給与（期末賞与等）の額とその他の給与額との合

計額である。 

その他の給与額とは、常用労働者のうち常用雇用者に対する退職金又は解雇予告

手当、出向・派遣受入者に対する支払額、臨時雇用者に対する給与、別経営の事業



所へ出向させている人に対する負担額などをいう。 

ウ 原材料使用額等とは、平成29年1年間における原材料使用額、燃料使用額、電力使

用額、委託生産費、製造等に関連する外注費及び転売した商品の仕入れ額の合計で

あり、消費税額を含んだ額である。 

エ 粗付加価値額とは、製造品出荷額等から、推計酒税、たばこ税、揮発油税及び地

方揮発油税及び推計消費税額と原材料使用額等を除いた額である。 

※平成29年調査から、「酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税の合計額」の

調査を廃止したため、「推計酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税」は、

出荷数量等から推計したものである。 

※推計消費税額は平成13年調査から消費税額の調査を廃止したため推計したもの

であり、推計消費税の推計の算出に当たっては、直接輸出分、原材料、設備投資

を控除している。 

オ 従業者１人当たり粗付加価値額とは、粗付加価値額を従業者数で除した額である。 

（８）結果の概説及び統計表における産業名の略称については、＜別表１＞のとおりであ

る。 

（９）統計表中「中分類１８－プラスチック製品製造業（別掲を除く）」の別掲は、＜別

表２＞のとおりに分類される。 

（10）日本標準産業分類の第13回改定（平成25年10月30日総務省告示第405号、平成26年４

月１日適用）が＜別表３＞のとおり実施された。 

 

４ 本書についての問い合わせ先 

 

  大田区産業経済部産業振興課工業振興担当 

   〒144-8621 大田区蒲田五丁目13番14号   電話 03(5744)1376 

 



〈別表１〉 

産業中分類略称一覧 

産業中分

類番号 
産業中分類名 略称 

産業中分

類番号 
産業中分類名 略称 

09 食料品製造業 食料品 21 
窯業・土石製品製造

業 
窯業・土石 

10 
飲料・たばこ・飼料製

造業 
飲料・飼料等 22 鉄鋼業 鉄鋼業 

11 繊維工業 繊維工業 23 非鉄金属製造業 非鉄金属 

12 
木材・木製品製造業 

（家具を除く） 
木材・木製品 24 金属製品製造業 金属製品 

13 家具・装備品製造業 家具・装備品 25 
はん用機械器具製造

業 
はん用機械 

14 
パルプ・紙・紙加工品

製造業 
紙・紙加工品 26 

生産用機械器具製造

業 
生産用機械 

15 印刷・同関連業 
印刷・同関連

業 
27 

業務用機械器具製造

業 
業務用機械 

16 化学工業 化学工業 28 
電子部品・デバイス・

電子回路製造業 

電子・デバイ

ス 

17 
石油製品・石炭製品

製造業 
石油・石炭 29 電気機械器具製造業 電気機械 

18 
プラスチック製品製造

業（別掲を除く） 
プラスチック 30 

情報通信機械器具製

造業 

情報通信機

械 

19 ゴム製品製造業 ゴム製品 31 
輸送用機械器具製造

業 
輸送用機械 

20 
なめし革・同製品・毛

皮製造業 
皮革・同製品 32 その他の製造業 その他 

                                                                                                               ※ 上記の産業中分類番号及び産業中分類名は、産業大分類の製造業に該当するもののみを表示し

ている。 

 

 

〈別表２〉 

プラスチック製品製造業に分類されない製造品 

分類 製造品名 分類 製造品名 

13 

1521 

1695 

2051 

215 

2179 

2199 

2531 

2739 

2741 

2744 

322 

 

3229 

3231 

324 

家具・装備品 

プラスチック製版 

写真フイルム（乾板を含む） 

手袋 

耐火物 

と石 

模造真珠 

歯車 

目盛りのついた三角定規 

注射筒 

義歯 

装身具・装飾品・ボタン・同関連品（貴金属・

宝石製を除く） 

かつら 

時計側 

楽器 

325 

326 

3271 

3282 

3283 

3284 

3285 

3289 

3289 

3292 

3293 

3294 

3295 

3296 

3297 

がん具・運動用具 

ペン・鉛筆・絵画用品・その他の事務用品 

漆器 

畳 

うちわ・扇子・ちょうちん 

ほうき、ブラシ 

喫煙用具（貴金属・宝石製を除く） 

洋傘、和傘、同部分品 

魔法瓶 

看板、標識機 

パレット 

モデル・模型 

工業用模型 

レコード 

眼鏡 

 

 



〈別表３〉 

＜別表３＞

旧 新 変更内容

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 12 木材・木製品製造業（家具を除く）

　　121 製材業、木製品製造業 　　121 製材業、木製品製造業

          1211 一般製材業           1211 一般製材業

          1212 単板（ベニヤ）製造業           1212 単板（ベニヤ）製造業

          1213 床板製造業

          1214 木材チップ製造業           1213 木材チップ製造業 分類番号変更

          1219 その他の特殊製材業           1219 その他の特殊製材業

　　122 造作材・合板・建築用組立材料製造業 　　122 造作材・合板・建築用組立材料製造業

          1221 造作材製造業（建具を除く）           1221 造作材製造業（建具を除く）

          1222 合板製造業           1222 合板製造業

          1223 集成材製造業           1223 集成材製造業

          1224 建築用木製組立材料製造業           1224 建築用木製組立材料製造業

          1225 パーティクルボード製造業           1225 パーティクルボード製造業

          1226 繊維板製造業           1226 繊維板製造業

          1227 銘木製造業           1227 銘木製造業

          1228 床板製造業 分類番号変更

24 金属製品製造業 24 金属製品製造業

　　243 暖房装置・配管工事用附属品製造業 　　243 暖房・調理等装置、配管工事用附属品製造業 　名称変更

          2431 配管工事用附属品製造業（バルブ、コックを除く）           2431 配管工事用附属品製造業（バルブ、コックを除く）

          2432 ガス機器・石油機器製造業           2432 ガス機器・石油機器製造業

          2433 温風・温水暖房装置製造業           2433 温風・温水暖房装置製造業

          2439 その他の暖房・調理装置製造業（電気機械器
　　　　　　　 具、ガス機器、石油機器を除く）

          2439 その他の暖房・調理装置製造業（電気機械器
　　　　　　　 具、ガス機器、石油機器を除く）

日本標準産業分類第13回改定に伴う工業統計調査用産業分類新旧対応表

 

 

第13回改定 平成26年4月1日適用 
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平成27年実績は工業統計調査が行われなかったため、データがない。 

 



 

 

 

 

 

結  果  の  概  説 

 

・本書の工場数、従業者数などの主な項目は、平成 30 年６月１日現在で実施した工業統計

調査について東京都が編集した「2018東京の工業＜平成30年工業統計調査報告（平成

29 年実績）＞」と前回調査である平成 29 年６月１日現在で実施された「2017 東京の

工業＜平成 29 年工業統計調査報告（平成 28 の年実績）＞」の数値等を比較したもので

ある。 

・工場数及び従業者数については調査期日（調査の基準となる期日）が、従前の「把握対象

年の12月31日現在」から「把握対象年の翌年６月１日現在」に前回「（平成29年工業

統計調査報告（平成28の年実績））の調査から変更となったため、年次により統計数値の

時点や期間が異なる。 

・製造品出荷額及び粗付加価値額については、従前どおり把握対象年の１月から 12 月実績

の数値である。 
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結 果 の 概 説 

１ 概要 

平成30年の工業統計調査結果（工場数、従業者数については平成30年6月1日現在、製造品出

荷額等については平成29年1月～12月の実績）は、次のとおりである。 

（１）概況 

工場数は1,207工場で、前回（平成28年）より3.7％（47工場）減少している。東京都に占め

る割合は、前回に比べ、0.1ポイント増の11.7％となっている。 

従業者数は１万9,736人で、前回（平成28年）とほぼ同様である（0.1ポイント減、16人減）。

東京都に占める割合は、前回より0.1ポイント増加して7.9％となっている。 

製造品出荷額等は4,043億0356万円で、前回（平成28年）より0.6％（23億9,769万円）増加

している。東京都に占める割合は、前回より0.1ポイント増加して5.3％となっている。 

大田区は、23区中、工場数、従業者数、製造品出荷額等において第１位である。（図１・統

計表 表１のとおり） 

 

図１ 23区別工場数、従業者数及び製造品出荷額等 

                              （従業者４人以上） 
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昭和58年以降の推移を見ると、工場数は昭和58年、従業者数は昭和60年をそれぞれピークに、

減少傾向にある。製造品出荷額等は平成３年をピークに、増加した年もあるが、減少傾向にあ

る。  

平成29年はそれぞれのピーク時と比べると23.6％、22.6％、23.1％に減少している。 

（表１・図２のとおり） 

 

表１ 工場数、従業者数及び製造品出荷額等の推移 （従業者４人以上） 

年次 工場数 前年比(%) 従業者数(人） 前年比(%) 製造品出荷額等(万円） 前年比(%) 

昭和 58年 5,120 110.2 86,597 102.1 148,794,743 97.5 

59 4,705 91.9 83,154 96.0 153,701,846 103.3 

60 4,995 106.2 87,250 104.9 163,834,373 106.6 

61 4,586 91.8 81,203 93.1 154,534,457 94.3 

62 4,236 92.4 74,010 91.1 143,349,778 92.8 

63 4,475 105.6 72,593 98.1 156,120,003 108.9 

平成元年 4,154 92.8 69,385 95.6 161,036,777 103.1 

２ 4,321 104.0 69,883 100.7 173,130,941 107.5 

３ 4,058 93.9 68,227 97.6 174,652,430 100.9 

４ 3,789 93.4 64,796 95.0 161,885,097 92.7 

５ 3,783 99.8 61,962 95.6 144,274,276 89.1 

６ 3,438 90.9 56,535 91.2 127,324,122 88.3 

７ 3,483 101.3 55,987 99.0 134,379,805 105.5 

８ 3,232 92.8 53,538 95.6 133,608,631 99.4 

９ 3,014 93.3 50,812 94.9 130,586,305 97.7 

10 3,070 101.9 48,848 96.1 119,195,206 91.3 

11 3,104 101.1 47,654 97.6 111,235,945 93.3 

12 3,077 99.1 46,112 96.8 109,727,133 98.6 

13 2,755 89.5 42,678 92.6 98,981,758 90.2 

14 2,423 87.9 36,181 84.8 79,828,031 80.6 

15 2,515 103.8 34,844 96.3 75,718,963 94.9 

16 2,299 91.4 33,026 94.8 73,355,219 96.9 

17 2,391 104.0 32,741 99.1 72,315,803 98.6 

18 2,162 90.4 31,522 96.3 72,128,563 99.7 

19 2,066 95.6 31,432 99.7 78,289,626 108.5 

20 2,180 105.5 31,322 99.7 74,526,047 95.2 

21 1,855 85.1 26,328 84.1 55,105,365 73.9 

22 1,748 94.2 25,314 96.1 47,303,499 85.8 

24 1,628 93.1 23,748 93.8 47,961,715 101.4 

25 1,503 92.3 22,505 94.8 42,618,320 88.9 

26 1,413 94.0 21,496 95.5 41,102,927 96.4 

28 1,254 88.7 19,752 91.9 40,190,587 97.8 

29 1,207 96.3 19,736 99.9 40,430,356 100.6 

※ 平成23年、27年は、工業統計調査が実施されていないため未掲載。 
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図２ 工場数、従業者数及び製造品出荷額等の推移 

（従業者４人以上） 
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※ 平成23年,平成27年は、工業統計調査が実施されていないため未掲載。 

 

（２）従業者規模別状況 

従業者規模別にみると、「４～９人」の工場は、工場数で全体の50.5％を占めているが、従業

者数、製造品出荷額等では、それぞれ18.7％、12.1％にとどまっている。 

一方、「30人以上」の工場は、工場数では11.5％にすぎないが、従業者数で43.2％、製造品出

荷額等では、47.2％を占めている（図３のとおり）。 

 

図３ 従業者規模別工場数、従業者数及び製造品出荷額等の構成比 

                                 （従業者４人以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）100人以上の従業者規模の製造品出荷額等は秘匿数値を含んだ合算となっている。 
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（３）産業別状況 

産業別に見ると、工場数は「金属製品製造業」が第１位で、240工場（構成比19.9％）となっ

ている。第２位が「生産用機械器具製造業」で220工場（同18.2％）である。従業者数は、「金

属製品製造業」が１位で3,517人（同17.8％）、「生産用機械器具製造業」が２位で3,308人（同

16.8％）となっている。製造品出荷額等においては「生産用機械器具製造業」が第１位で 

615億8,034万円（同15.2％）となっている。第２位は「金属製品製造業」で547億8,035円（同

13.5％）となっている（図４・統計表 表３のとおり）。 

 

図４ 産業中分類別工場数、従業者数及び製造品出荷額等の構成比 

                             （従業者４人以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 工場数 

工場数は1,207工場で、前回（平成28年）より3.7％（47工場）減少している。 

 

（１）産業別状況 

産業別に見ると「金属製品製造業」が240工場（構成比19.9％）で最も多く、次いで「生産用

機械器具製造業」が220工場（同18.2％）、「電気機械器具製造業」が103工場（同8.5％）の順と

なっている（図４のとおり）。 

前回比をみると、増加したのは「輸送用機械器具製造業」、「食料品製造業」などの４産業で、

前回比横ばいは、「化学工業」や「情報通信機械器具製造業」など８産業である。減少した産業

は「はん用機械器具製造業」（12工場減）、「生産用機械器具製造業」（12工場減）、「金属製品製

造業」（11工場減）など12産業となっている（統計表 表３のとおり）。 

 

（２）従業者規模別状況 

従業者規模別にみると「４～９人」の工場が、610工場（構成比50.5％）で最も多く、次いで

「10～19人」が326工場（同27.0％）、「20～29人」が133工場（同11.0％）の順となっている（図

３・統計表 表５のとおり）。 

 

（３）昭和58年以降の従業者規模別工場数の推移 

昭和58年以降の従業者規模別工場数の推移をみると「１～３人」は平成12年に増加があった

ものの、減少が続いている。「30人以上」は平成19年、20年、22年、26年に微増、29年に増加し

ているが、昭和60年以降減少 

が続いている。その他の規模は、増減を繰り返しながらも減少傾向にある（表２・図５のと

おり）。 

工場数                       従業者数                    製造品出荷額等 
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表２ 従業者規模別工場数の推移 

年次 総数 １～３人 
総数 

（4人以上） 
４～９人 10～19人 20～29人 30人以上 

58 9,190 4,070 5,120 3,365 919 394 442 

59 - - 4,705 2,956 892 413 444 

60 8,897 3,902 4,995 3,246 890 415 444 

61 - - 4,586 2,907 856 391 432 

62 - - 4,245 2,643 805 389 408 

63 8,151 3,676 4,475 2,868 830 387 390 

元 - - 4,154 2,580 800 405 369 

2 7,860 3,539 4,321 2,760 812 387 362 

3 - - 4,058 2,527 788 399 344 

4 - - 3,789 2,329 773 354 333 

5 7,160 3,377 3,783 2,416 724 348 295 

6 - - 3,438 2,140 698 319 281 

7 6,787 3,304 3,483 2,207 710 298 268 

8 - - 3,232 2,012 674 293 253 

9 - - 3,014 1,842 637 295 240 

10 6,038 2,968 3,070 1,969 606 257 238 

11 - - 3,104 1,934 668 292 210 

12 6,165 3,088 3,077 1,967 617 289 204 

13 - - 2,755 1,679 631 262 183 

14 - - 2,423 1,452 579 223 169 

15 5,040 2,525 2,515 1,587 547 214 167 

16 - - 2,299 1,385 541 211 162 

17 4,778 2,387 2,391 1,529 496 214 152 

18 - - 2,162 1,289 495 228 150 

19 - - 2,066 1,195 496 223 152 

20 4,362 2,182 2,180 1,351 473 202 154 

21 - - 1,855 1,104 433 177 141 

22 - - 1,748 1,019 425 161 143 

24 - - 1,628 953 389 145 141 

25 - - 1,503 857 373 138 135 

26 - - 1,413 793 350 134 136 

28 - - 1,254 646 346 139 123 

29 - - 1,207 610 326 133 138 

 

※ 昭和 59 年､61 年､62 年､平成元年､３年､４年､６年､８年､９年､11 年､13 年､14 年、16 年､18

年、19年及び21年以降は、従業者１～３人の工場について調査をしていない。 

※ 平成23年、27年は、工業統計調査が実施されていないため未掲載。 
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図５ 従業者規模別工場の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 従業者１～３人の工場について、昭和59年､61年､62年､平成元年､３年､４年､６年､８年､９年､11年､13年､14年、16

年､18年、19年及び、21年以降の調査は未実施。「総数（１人以上）」及び「1～３人」の点線部分は推定。 

※ 平成23年、27年は、工業統計調査が実施されていないため未掲載。 

 

３ 従業者数 

従業者数は１万9,736人で、前回(平成28年)と比べてほぼ横ばい（16人減少）。 

 

（１）産業別状況 

産業別に見ると「金属製品製造業」が3,517人（構成比17.8％）で最も多く、次いで「生産用

機械器具製造業」3,308人（同16.8％）、「電気機械器具製造業」1,771人（同9.0％）の順となっ

ている（図４・統計表 表３のとおり）。 

 

（２）従業者規模別状況 

従業者規模別にみると「10～19人」が4,330人（構成比21.9％）で最も多く、次いで「４～９

人」が3,686人（構成比18.7％）の順となっている。 

前回比をみると、増加したのは、「30～49人」（22.2％増・501人増）、「100～199人」（12.3％

増・228人増）、「50～99人」（4.2％増・129人）で、それ以外の従業者規模では、減少している

（統計表 ５表のとおり）。 

 

４ 製造品出荷額等 

製造品出荷額等は4,043億356万円で、前回（平成28年）より0.6％（23億9,769万円）増加し

ている。 

 

（１）産業別状況 

産業別にみると、「生産用機械器具製造業」が615億8,034万円（構成比15.2％）で最も多く、

「金属製品製造業」が次いで547億8,035万円（同13.5％）、「電気機械器具製造業」が350億9,826
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万円（同8.7％）、「食料品製造業」が333億1,139万円（同8.2％）、「はん用機械器具製造業」が

319億1,878万円（同7.9％）の順となっている。この５産業で大田区全体の53.5％を占めている

(図４・統計表 表３のとおり)。 

１工場当たりの製造品出荷額等は、「化学工業」が16億5,588万円で最も多く、次いで「飲料・

たばこ・飼料製造業」が11億3,805万円となっている。 

従業者１人当たりの製造品出荷額等は、「非鉄金属製造業」が5,749万円で最も多く、次いで

「窯業・土石製品製造業」4,856万円となっている（表３・図６のとおり）。 

 

（２）従業者規模別状況 

従業者規模別にみると、「10～19人」が928億6,324万円（構成比23.0％）で最も多く、次いで

「50～99人」740億6,744万円（同18.3％）、「20～29人」、713億8,986万円(同17.7％)の順となっ

ている。 

前年比をみると、増加をしたのは従業者規模が「30～49人」で141億8,745万円（32.1％）、「20

～29人」で20億7,007万円（3.0％）増加した（統計表 表５のとおり）。 

 

表３ 産業中分類別１工場当たり製造品出荷額等及び従業者１人当たり製造品出荷額等 

（従業者４人以上） 

№ 産業中分類 
１工場当たり 従業者１人当たり 
製造品出荷額等 製造品出荷額等 

  （万円）   （万円） 

 
大田区平均 33,496.6  2,048.6  

9 食料品製造業 65,316.5  2,369.2  

10 飲料・たばこ・飼料製造業 113,805.3  4,113.4  

11 繊維工業 13,738.0  1,063.1  

12 木材・木製品製造業（家具を除く） ｘ ｘ 

13 家具・装備品製造業 21,096.0  1,861.4  

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 24,087.9  1,573.1  

15 印刷・同関連業 30,379.8  1,465.4  

16 化学工業 165,588.0  3,363.2  

17 石油製品・石炭製品製造業 ｘ ｘ 

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 22,246.1  1,525.4  

19 ゴム製品製造業 48,276.1  2,145.6  

20 なめし革・同製品・毛皮製造業 38,755.0  1,937.8  

21 窯業・土石製品製造業 84,263.8  4,855.9  

22 鉄鋼業 66,022.9  4,529.3  

23 非鉄金属製造業 70,977.3  5,748.9  

24 金属製品製造業 22,825.1  1,557.6  

25 はん用機械器具製造業 33,598.7  2,135.0  

26 生産用機械器具製造業 27,991.1  1,861.6  

27 業務用機械器具製造業 25,896.9  1,788.5  

28 電子部品・デバイス電子回路製造業 21,129.0  1,491.5  

29 電気機械器具製造業 34,076.0  1,981.8  

30 情報通信機械器具製造業 49,744.8  2,023.5  

31 輸送用機械器具製造業 20,445.6  1,637.8  

32 その他の製造業 21,867.3  1,546.2  
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図６ 産業中分類別１工場当たり製造品出荷額等及び従業者１人当たり製造品出荷額等 

(従業者４人以上) 

 

１工場当たり製造品出荷額等 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

大田区平均

12木材・木製品製造業（家具を除く）

17石油製品・石炭製品製造業

11繊維工業

31輸送用機械器具製造業

13家具・装備品製造業

28電子部品・デバイス電子回路製造業

32その他の製造業

18プラスチック製品製造業

24金属製品製造業

14パルプ・紙・紙加工品製造業

27業務用機械器具製造業

26生産用機械器具製造業

15印刷・同関連業

25はん用機械器具製造業

29電気機械器具製造業

20なめし革・同製品・毛皮製造業

19ゴム製品製造業

30情報通信機械器具製造業

9食料品製造業

22鉄鋼業

23非鉄金属製造業

21窯業・土石製品製造業

10飲料・たばこ・飼料製造業

16化学工業

億円

 

従業者１人当たり製造品出荷額等 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

大田区平均

12木材・木製品製造業（家具を除く）

17石油製品・石炭製品製造業

11繊維工業

15印刷・同関連業

28電子部品・デバイス電子回路製造業

18プラスチック製品製造業

32その他の製造業

24金属製品製造業

14パルプ・紙・紙加工品製造業

31輸送用機械器具製造業

27業務用機械器具製造業

13家具・装備品製造業

26生産用機械器具製造業

20なめし革・同製品・毛皮製造業

29電気機械器具製造業

30情報通信機械器具製造業

25はん用機械器具製造業

19ゴム製品製造業

9食料品製造業

16化学工業

10飲料・たばこ・飼料製造業

22鉄鋼業

21窯業・土石製品製造業

23非鉄金属製造業

万円  
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５ 粗付加価値額 

粗付加価値額は1,776億7,604万円で、前回(平成28年)より0.8％（14億4,521万円）増加してい

る。 

 

（１）産業別状況 

従業者数29人以下の工場についてみると、「生産用機械器具製造業」が193億4,436万円（構成

比20.6％）で最も多く、次いで「金属製品製造業」151億4,355万円（同16.2％）、「電気機械器

具製造業」98億3,626万円（同10.5％）の順となっている。また、従業者１人当たり粗付加価値

額は、「化学工業」が1,140.9万円で最も多く、次いで「鉄鋼業」1,105.3万円、「電気機械器具

製造業」1,039.8万円の順となっている（表４・統計表 表６のとおり）。 

従業者数30人以上の工場についてみると、「金属製品製造業」で157億3,273万円（構成比

18.7％）で最も多く、次いで「生産用機械器具製造業」128億7,042万円（同15.3％）、「化学工

業」98億8,505万円（同11.8％）の順となっている。また、従業者１人当たり粗付加価値額は、

「化学工業」が1,394.2万円で最も多く、次いで「鉄鋼業」が1,191.1万円、「はん用機械器具製

造業」1,042.7万円、「生産用機械器具製造業」1,041.3万円の順となっている（表４・統計表 表

７のとおり）。 

 

（２）従業者規模別状況 

従業者規模別にみると「10～19人」が372億656万円（構成比20.9%）で最も多く、次いで「20

～29人」312億7,255万円（同17.6％）、「50～99人」299億9,360万円（同16.9％）の順となって

いる。また、従業者１人当たり粗付加価値額は、「20～29人」が977.9万円で、次いで「30～49

人」970.2万円、「50～99人」939.1万円の順となっている。なお、100人以上でみると、粗付加

価値額が272億1,382万円、従業者１人当たり粗付加価値額1,059.3万円となっている（統計表 

表５とおり）。 

 

表４ 産業中分類別粗付加価値額の構成比 （従業員４人以上） 

従業者数「29人以下」の工場 従業者数「30人以上」の工場 

産業中分類 

粗付加 
構成比 

産業中分類 

粗付加 
構成比 

価値額 価値額 

（万円） （％） （万円） （％） 

生産用機械器具製造業 1,934,436  20.6% 金属製品製造業 1,573,273  18.7% 

金属製品製造業 1,514,355  16.2% 生産用機械器具製造業 1,287,042  15.3% 

電気機械器具製造業 983,626  10.5% 化学工業 988,505  11.8% 

はん用機械器具製造業 811,624  8.7% 電気機械器具製造業 689,428  8.2% 

プラスチック製品製造業

（別掲を除く） 
688,302  7.3% 印刷・同関連業 604,884  7.2% 

業務用機械器具製造業 610,224  6.5% はん用機械器具製造業 584,979  7.0% 

輸送用機械器具製造業 493,897  5.3% 
プラスチック製品製造業

（別掲を除く） 
353,523  4.2% 

その他17業種 2,333,570  24.9% その他17業種 2,315,936  27.6% 

計 9,370,034 100% 計 8,397,570 100% 
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生産用

機械

20.6%

金属製品
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電気機械
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プラス

チック

7.3%

業務用

機械
6.5%

輸送用

機械

5.3%

その他

17業種

24.9%

937億34万円

金属製品

18.7%
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機械

15.3%

化学工業
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機械
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印刷・

同関連業

7.2%
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7.0%
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839億7570万円

図７ 産業中分類別粗付加価値額の構成比（従業者４人以上) 

 

      従業者数「29人以下」の工場         従業者数「30人以上」の工場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 地区別状況 

 

（１）大森地区 

工場数は475工場で、大田区全体の39.4％を占めている。このうち「金属製品製造業」が102

工場あり、大森地区全体の21.5％を占めて第１位、次いで「生産用機械器具製造業」72工場（構

成比15.2％）、「電気機械器具製造業」48工場（同10.1％）の順となっている（表５・統計表 表

10のとおり）。 

従業者数は8,299人、製造品出荷額等は2,009億1,106万円で、それぞれ大田区全体の42.1％、

49.7％を占めている（表５・図８のとおり）。 

（２）調布地区 

工場数は122工場で、大田区全体の10.1％を占めている。このうち「生産用機械器具製造業」

が19工場あり、調布地区全体の15.6％を占めて第１位、次いで「金属製品製造業」15工場（構

成比12.3％）、「電気機械器具製造業」13工場(同10.7％)の順となっている（表５・統計表 表10

のとおり）。 

従業者数は2,056人、製造品出荷額等は330億0,622万円で、それぞれ大田区全体の10.4％、

8.2％を占めている（表５・図８のとおり）。 

（３）蒲田地区 

工場数は610工場で、大田区全体の50.5％を占めている。このうち「生産用機械器具製造業」

が129工場あり、蒲田地区全体の21.1％を占めて第１位、次いで「金属製品製造業」123工場（構

成比20.2％）、「はん用機械器具製造業」55工場（同9.0％）の順となっている（表５・統計表 表

10のとおり）。 

従業者数は9,381人、製造品出荷額等は1,703億8,628万円で、それぞれ大田区全体の47.5％、

42.1％を占めている（表５・図８のとおり）。 
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金属製品 生産用機械 電気機械 プラスチック はん用機械 業務用機械 輸送用機械 その他17業種

大森地区 調布地区 蒲田地区

（工場）

大森地区
39.4%

調布地区
10.1%

蒲田地区
50.5%

工場数

1,207工場

大森地区

42.1%

調布地区
10.4%

蒲田地区

47.5%

従業者数

19,736人
蒲田地区
42.1%

調布地区
8.2%

大森地区
49.7%

製造品出荷額等

4,043憶

356万円

表５ 地区別工場数、従業者数及び製造品出荷額等（平成29年、28年） 

 （従業者４人以上） 

地区 

(構成比) 

工場数(工場) 従業者数(人) 製造品出荷額等(億円) 

平成 平成 
前回比 

平成 平成 
前回比 

平成 平成 
前回比 

29年 28年 29年 28年 29年 28年 

大森地区 
475 496 -21 8,299 8,551 -252 2,009 2,023 -14 

39.4% 39.6% 95.8% 42.1% 43.3% 97.1% 49.7% 50.4% 99.3% 

調布地区 
122 123 -1 2,056 1,845 211 330 302 28 

10.1% 9.8% 99.2% 10.4% 9.3% 111.4% 8.2% 7.5% 109.3% 

蒲田地区 
610 635 -25 9,381 9,356 25 1,704 1,694 10 

50.5% 50.6% 96.1% 47.5% 47.4% 100.3% 42.1% 42.1% 100.6% 

総 数 
1,207 1,254 -47 19,736 19,752 -16 4,043 4,019 24 

    96.3%     99.9%     100.6% 

 

 

図８ 地区別工場数、従業者数及び製造品出荷額等構成比 （従業者４人以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 地区別産業中分類別工場数（従業者４人以上） 
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